
地域公共交通関係
令 和 ４ 年 度 補 正 予 算
８ ０ , ６ ６ ０ 百 万 円
（令和３年度補正予算46,891百万円）

総合政策局計上分（415億円）

○ 今後、ポストコロナ時代の急速な社会構造の変化に対応して、「交通DX」、「交通GX」、官民・事業者間・他分野との「3つの共創」により経営効率化・経
営力強化を図る取組や、観光と連携した取組等に対して支援を行い、利便性・持続可能性・生産性が向上する形で地域交通の再構築を図る。

観光庁計上分（363億円）

4. 交通による観光地の高付加価値化・インバウンド受入環境整備
交通事業者が、観光事業者と連携して、地域交通を活用した観光地の魅力向上・高付加価値化
を図る取組や、公共交通におけるインバウンドの受入環境整備を図る取組に対して支援
・ラッピング列車など地域交通を活用した観光イベントの開催、新規ツアー商品造成
・多言語対応のデジタルサイネージ、キャッシュレス決済設備導入 等

4. 交通による観光地の高付加価値化・インバウンド受入環境整備
交通事業者が、観光事業者と連携して、地域交通を活用した観光地の魅力向上・高付加価値化
を図る取組や、公共交通におけるインバウンドの受入環境整備を図る取組に対して支援
・ラッピング列車など地域交通を活用した観光イベントの開催、新規ツアー商品造成
・多言語対応のデジタルサイネージ、キャッシュレス決済設備導入 等 例:地域交通を活用した観光イベント 例:新規ツアー商品の造成例:キャッシュレス決済

2. 既存の地域交通支援に対する追加的な支援等
・生産性向上に取り組む地域の交通事業者に対する運行支援
・新たなバリアフリーの取組など公共交通におけるバリアフリー整備加速化
・地域鉄道における安全対策の推進 等

2. 既存の地域交通支援に対する追加的な支援等
・生産性向上に取り組む地域の交通事業者に対する運行支援
・新たなバリアフリーの取組など公共交通におけるバリアフリー整備加速化
・地域鉄道における安全対策の推進 等

3. タクシー燃料価格の激変緩和対策
燃料価格高騰の負担軽減のため、LPガス（タクシー燃料）の価格
の激変緩和対策を継続的に実施

3. タクシー燃料価格の激変緩和対策
燃料価格高騰の負担軽減のため、LPガス（タクシー燃料）の価格
の激変緩和対策を継続的に実施

自動運転バスの運行

エネルギー×交通医療・介護×交通

● 共創モデル実証プロジェクト
・他分野共創に加え、官民・交通事業者間共創など、様々な関係者と共
創して、地域一体となって取り組む各地の交通プロジェクトを支援
・地域交通・まちづくり人材の育成やスタート
アップ企業の取組を支援

● 公共交通再構築支援
ローカル鉄道に係る公共交通再構築に向けた協議の場の設置、
調査・実証事業を支援 等

1. 地域交通再構築関係
●交通DX・GXによる経営改善支援
地域交通事業者によるDX・GX等による経営効率化の取組や、旅客運
送事業者の人材の確保に対して支援
・マイナンバーカード連携によるMaaS実装の推進
・自動運転の社会実装に向けた実証事業
・EVバス・タクシー導入 等

鉄道局計上分（29億円） ・地域鉄道における安全性向上に資する設備整備支援・地域鉄道における安全性向上に資する設備整備支援
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MaaS連携高度化による移動のシームレス化の推進

エリアや事業を超えたシームレスな移動を実現するMaaSの実装に資する取組を支援する。

その際、マイナンバーカードの個人認証機能を活用した住民割引等の利用促進を図る取組について、

重点的に支援を行う。

概 要

マイナンバーカード(MNC)を活用したMaaSの実装

MNCと交通系ICカード等との連携による住民向けサー

ビス拡充への支援

MaaSを実施中の自治体における、MNCを利活用した

住民向けサービス開始のためのシステム改修への支援

＜取組事例＞
• 前橋市において、マイナンバーカードと交通系ICカードとの
連携による市民認証機能を実装し、公共交通の市民割引等を
提供。(右図）

令和４年度第２次補正予算案
250億円の内数

MaaS開始に向けたシステム構築等

MaaSの実装に向けたシステム構築支援

その他のMaaS実装に向けた基盤整備支援
（交通情報データ化、混雑情報提供システム導入、キャッシュレス決済導入、

AIオンデマンド、グリーンスローモビリティ、シェアサイクルや電動キックボード等の新モビリティ導入）
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MaaS×MNC
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決済手段決済手段本人認証本人認証

MaaSプラットフォームMaaSプラットフォーム

利用者属性に応じたサービス提供
（住民割引等）

利用者属性に応じたサービス提供
（住民割引等）

マイナンバーカード（MNC）の活用により、MaaSにより提供するサービスをさらに向上させることが可能に。
例：MNCの本人認証機能とICカード等の決済手段の連携により、利用者属性に応じたきめ細やかなサービスを提供。



○バス、鉄道、タクシーなどのモードを超えた移動手段の利用に関する手続き（検索・予約・決済等）を一括して行う
ことができるサービス。新たな移動手段（シェアサイクル等）の予約・決済等や、買い物、観光情報など移動以外の情
報提供等のサービスを付加することも可能。
○移動の利便性向上や交通以外のサービスとの一体化による移動需要の創出により、地域公共交通の維持・活性化、
自家用車から公共交通機関利用への転換によるCO2排出抑制など、地域が抱える課題の解決に貢献。

（参考）MaaS(Mobility as a Service)とは

新しい生活様式
への対応

（３密回避等）

公共交通活用に
よる地域公共交通

の維持

外出機会の創出と
地域活性化

スーパーシティ・
スマートシティ

の実現

地域が抱える課題の解決

出
発
地

利用者

シェアサイクル

ＡＩオンデマンド交通

鉄道

カーシェア

超小型モビリティ

観光 物流 医療・福祉 小売り

バス タクシー

目
的
地

グリーンスローモビリティ

自動運転

一つのサービスとして提供（検索・予約・決済）

旅客船 旅客機

自家用車からの
転換による
CO2排出抑制

地域や観光地に
おける移動の
利便性向上

移動目的とも一体化
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連絡先
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●国土交通省モビリティサービス推進課
担当者：古谷/本間/石戸谷
メールアドレス： koya-t2pn@mlit.go.jp, 

homma-k2wn@mlit.go.jp
ishidoya-m2cq@mlit.go.jp

電話番号 ：03-5253-8111
(内線54-902, 54-903,54-906) 


